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国民負担率
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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消

費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 　6月30日

　租税負担及び社会保障負担を合わせた公的負担の国民所得に対
する比率。財務省によると、2020年度は44.6％と過去最高の見通
しです。なお、OECD加盟国と2017年実績で比べると、日本（43.3％）
は比較可能な35 ヵ国のうち下から9番目で、最高はルクセンブル
グの93.7％、最低はメキシコの21.1％です。
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2025年問題とは

　5年前の2015年に、第一
次ベビーブーム世代が65
〜 74歳の前期高齢者に達
しました。そして5年後の
2025年には、その世代の
人たちが後期高齢者である
75歳に達することになり
ます。
　総務省の推計では、2025
年に75歳以上の後期高齢
者は2,200万人に、65歳以
上の高齢者は3,500万人を
超えると推計されていま
す。高齢者が増加すると、
医療や介護の問題、労働力
人口減少の問題など、様々
な問題が起こりうることに
なります。

医療・介護の問題

　高齢者が増加することに
よる影響の一つに、医療・
介護の問題があります。世
帯主が65歳以上の世帯数
は、2005年では約1,340万
世帯でした。これが2025
年には、約1,840万世帯に
増加すると見込まれていま
す。さらに、高齢者世帯の
約7割が一人暮らしや高齢
夫婦のみの世帯であり、今
後も高齢者の一人暮らし世
帯は増加することでしょ
う。介護が必要な人が増え
る一方で、介護をする人材
は不足するので、適切な介
護を受けられない人や介護
施設に入所できない、いわ
ゆる「介護難民」が急増す
ることになります。在宅介

護も増えると思われます
が、高齢夫婦のみの世帯で
は、肉体的にも精神的にも
負担が大きいと思われま
す。また、高齢者が増加す
ることで、認知症の高齢者
も増加することが考えられ
ます。認知症の高齢者は
2002年現在では約150万人
でした。これが2025年に
は、約320万人に倍増する
と予測されています。
　介護が必要な状態になっ
ても住み慣れた地域で自分
らしい暮らしを人生の最後
まで続けることができるよ
うに、政府は2025年を目
途に地域の包括的な支援・
サービス提供体制「地域包
括ケアシステム」の構築を
進めています。

労働力人口の問題

　これまで高齢化の問題
は、高齢化が進む「速さ」
が問題視されていました。
これが、今後は高齢化の「高
さ」すなわち高齢者数の多
さが問題となります。15
〜 64歳のいわゆる生産年
齢人口比率は、1995年に
は約70％ありました。こ
れが2025年には60％を下
回ると推計されています。
　労働力人口の減少は、多
くの業種に影響を及ぼして
います。2025年には約583
万人の人手が不足するとさ
れていて、特に情報通信・
サービス業や卸売・小売業
の人手不足が懸念されてい
ます。労働力の減少は経済

成長率の鈍化、税収の減少
にもつながっています。そ
うなると社会保障費が不足
するため、さまざまな問題
が発生することになりま
す。
　人手不足を解消するに
は、女性や60代後半の人、
外国人の就労を増やすとい
う方法が考えられます。例
えば女性は、結婚や出産・
育児が重なる30 〜 40歳代
で職を離れる人が多くみら
れます。子育てと就労を両
立しやすい環境を今以上に
整備する必要があります。
　内閣府の調査によると、
70歳になっても働きたい
と考えている60歳以上の
人は7割を超えているそう
です。しかし、65 〜 69歳
の人で働いている人は、男
性では6割、女性では4割
にも達していません。もし
65 〜 69歳の人が働けるよ
うになると、160万人以上
の労働人口の増加が期待で
きるようです。
　2009年には、労働力人口
に占める外国人の割合は
0.8％でした。これが、2025
年には2.3％まで上昇する
見込みになっています。し
かし、アメリカをはじめ他
の先進諸国に比べると、こ
の割合はまだまだ低いもの
になっています。外国人が
働きやすい環境を整備する
ため、法律や雇用制度の見
直しをする必要があるでし
ょう。

2025年問題
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買い物弱者とは

　住んでいる地域で日常の
買い物をしたり、生活に必
要なサービスを受けたりす
ることに対して困難を感じ
ている人を、「買い物弱者」
といいます。全国的に人口
が減少し、少子高齢化や過
疎化が進んだため、流通機
能や交通網が弱体化し、日
常の買い物が困難な状況に
ある人が増えています。
　日常の買い物が困難な状
況になると、特に高齢者は
外出頻度が低下することで
生きがいが喪失したり、遠
くまで買い物に行くことで
転倒などのリスクが増大し
て、ひいては医療費や介護
費の増加につながることが
懸念されます。

買い物弱者の実態

　買い物弱者についての状
況を把握するため、農林水
産省では2011年度から全
国1,741市区町村を対象に
アンケート調査を実施して
います。これによると、回
答した市区町村の8割以上
が、この問題に対する対策
が必要であるとし、そのう
ちの約7割が何らかの対策
を実施しているとしていま
す。住民の高齢化や地元の
商店街の衰退、店舗の廃業
が、買い物弱者を生む主な
原因だと認識しているよう
です。
　農林水産省では、店舗ま
で500m以上でかつ自動車
を利用できない65歳以上
の高齢者を買い物弱者（食
料品アクセス困難人口）と
定義し、買い物弱者の問題
が日本のどこで生じている

かについて把握するため、
食料品アクセスマップを作
成し、ホームページで公開
しています。また農林水産
省は、農林水産情報交流ネ
ットワーク事業のモニター
を対象に、買い物と食事に
関する意識・意向調査も実
施しており、平成30年に
調査結果を公開していま
す。
　この調査によると、普段
の食料品の買い物に不便や
苦労を感じている人は約3
割いました。特に、買い物
に行く時間的余裕がないこ
とや店が近くにないことに
ついて、不便や苦労を感じ
ているようです。

支援の取り組み

　買い物弱者を支援する方
法としては、商品を家まで
届けることや近くに店をつ
くることなどが挙げられま
す。また、家から出かけや
すくするといった取り組み
も、支援につながっている
ようです。
　例えば、山形県酒田市に
ある新聞販売店では、2013
年から地場産品の宅配サー
ビスを開始しました。週に

1回の配達ですが、高齢者
や子育て中の主婦などに好
評で、利用者は増加傾向に
あるようです。
　福岡県大野城市南地区で
は、食料品の宅配や移動販
売、住民の移動支援につい
て、NPO法人・企業・行
政が協働して事業を行って
います。食料品の販売は、
市がカタログを作成・配布
し、NPO法 人 が 電 話 や
FAXで商品の注文を受け
ます。商品は大手スーパー
が宅配を行っています。ま
た、移動支援については、
地区のボランティアが交代
で車両の運転を行っている
ようです。

今後の課題

　買い物弱者の問題に対し
て国は対策に乗り出してい
ますが、所管する官庁が総
務省、経済産業省、農林水
産省などにまたがるため、
簡単には解決できないよう
です。
　そもそも買い物弱者につ
いて明確な定義はありませ
ん。前述の農林水産省の定
義と異なり、経済産業省で
は「60歳以上の高齢者人
口」×「買物に困難を感じ
ている人口」と答えた人の
割合で算出したものを買い
物弱者数としています。
　買い物弱者の問題は、既
に顕在化している山間部や
農村部だけではなく、郊外
のベッドタウンや大都市圏
でも見られるようになるこ
とが予測されています。対
策が行き届かず取り残され
る買い物弱者が出ないよう
に、早めに対策を実施する
ことが求められます。
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　ここ数年、毎年のように日本各地で集中
豪雨が発生しています。このとき積乱雲が
次々と発生して列をなし、組織化した積乱
雲群がみられることがあります。これを線
状降水帯といいます。線状降水帯は、長さ
が50 〜 300km程度、幅が20 〜 50km程
度の強い降水を伴う雨域で、多くの災害の
原因になっています。
　気象庁では、集中豪雨を「同じような場
所で数時間にわたり強く降り、100mmか
ら数百mmの雨量をもたらす雨」と定義し
ています。線状降水帯は、台風や熱帯低気
圧本体による豪雨事例を除くと、集中豪雨
事例の60％以上を占めています。特に、
九州・沖縄地方の南日本で発生する集中豪
雨事例のほとんどが、線状降水帯によるも
のです。
　線状降水帯が形成される過程には、破線
型とバックビルディング型の2つがありま

す。破線型は、前線に暖かく湿った風が流
入することで、前線上に沿って個々の積乱
雲が同時期に発生することを指します。
2013年の台風26号に伴う伊豆大島の大
雨は、破線型形成によるものとされていま
す。
　一方のバックビルディング型形成による
ものの例としては、2014年8月に広島を
襲った大雨が例として挙げられます。これ
は、積乱雲が激しい雨を降らせながら上空
の風に流されて移動したあと、風上側にさ
らに積乱雲が発生して風下へ移動すること
を繰り返すことで、積乱雲が線状になるこ
とです。
　気象庁では、過去の事例のデータを解析
し、線状降水帯が発生しやすい6つの条件
を見つけて、発生の予測に生かしています。
九州付近では、かなり高い的中率で線状降
水帯の発生を予測しています。ただ、まだ
まだ空振り率も高く、精度を高めるための
研究が進められています。

線状降水帯

　次世代の交通システムとして、世界中で
MaaS（マース）が注目されています。
　MaaSとは「Mobility as a Service」の略
で、バスや電車・シェアサイクルなど様々
な公共交通機関をITで結びつけて、効率
よく移動できるようにするシステムです。
　MaaSの先進国であるフィンランドで
は、2017年から実用化されています。こ
れは、MaaSアプリに目的地を入力すると、
いくつかの経路と料金が提案され、希望の
ものを選ぶと決済まで行われるシステムで
す。
　移動手段は公共交通機関だけではなく、
カーシェアやシェアサイクルなども選択で
き、レンタカーは車種も選べるようになっ
ています。
　日本では、鉄道会社や自動車会社などが
中心となって研究が進められていて、首都
圏では期間限定でMaaSの実験も始まって
います。

MaaS　
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